
No. 事業の名称 担当課 事業の概要 事業始期 事業終期
事業費総額

（千円）

交付金充当額

（千円）
事業実績 事業効果

1
物価高騰対応重点支援給付金

【R5年度非課税世帯への７万円給付】
福祉課

物価高騰が続く中で、R5年度の住民税非課税世帯へ7万円の給付を行うことで低所得
の方々の生活を維持する。

R5.12 R6.8 104,989 104,989

【交付・補助事業】

交付金額：107,170,000円

交付世帯数：1,531世帯

交付先：令和5年度住民税非課税世帯

事務費：3,208,860円　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料

等）　業務委託料　使用料及び賃借料　人件費]）

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大

きい低所得世帯（令和5年度の住民税均等割が非課税であ

る世帯）に対し給付金1世帯当たり7万円を給付し、経済

的負担の軽減を図った。

2
低所得世帯物価高騰対策給付金

【R5年度住民税均等割のみ課税世帯への１０万円給付】
福祉課

物価高騰が続く中で、R5年度の住民税均等割りのみ課税世帯へ１０万円の給付を行う
ことで低所得の方々の生活を維持する。

R6.2 R6.6 40,957 40,957

【交付・補助事業】

交付金額：38,100,000円

交付世帯数：381世帯

交付先：令和5年度住民税均等割りのみ課税世帯

事務費：2,857,264円　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料

等）　業務委託料　使用料及び賃借料　人件費]）

物価高騰対策として令和5年度の住民税均等割のみ課税世

帯に対し給付金1世帯当たり10万円を給付し、経済的負

担の軽減を図った。

3
低所得世帯物価高騰対策給付金

【低所得者給付金に係る５万円の加算】
福祉課

物価高騰が続く中で、R5年度分の住民税非課税世帯の子供に対して一人５万円の給
付を行うことで低所得子育て世帯の生活を維持する。

R6.2 R6.6 11,900 11,900

【交付・補助事業】

交付金額：11,900,000円

交付子ども人数：238人

交付先：令和5年度非課税世帯及び住民税均等割りのみ課税世帯に対

し子ども1人あたり5万円の加算

令和5年度非課税世帯及び住民税均等割りのみ課税世帯に

対し子ども1人あたり5万円の加算を支給することにより

低所得の子育て世帯の経済的負担が軽減された。

10 商品券配布事業 総務課
物価高騰により経済的負担が増している低所得世帯を含む一般世帯へ一世帯当たり３
０００円の商品券を配布し、家計を支援する。

R6.3 R6.5 22,610 22,610

配布対象：非課税世帯を含む全5,995世帯

配布世帯：5,929世帯(98.9%)

換金額:16,805,000円

事務費：発行業務委託、封入封緘委託、郵送料等

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け、経

済的負担が増加している非課税世帯を含む全世帯に対し

配布し、負担が軽減が図られた。

11 学校給食費助成金 教育総務課
物価高における材料費の高騰による給食費の負担を軽減するため、賄材料費の購入
を支援し、給食費の高騰を抑え子育て世帯等の負担軽減を図る

R5.12 R6.3 21,366 1,882

賄材料費のうち1,882千円

涌谷町内の小・中学校に通う児童生徒のR6.1～3月までの給食費の

一部を負担（対象児童生徒890人）

　物価高騰に伴い給食賄材料費が値上がっている中、給

食費の支援を行うことで、保護者負担を増やすことなく

これまで通りの栄養バランスや量を保った給食を提供

し、物価高騰等に伴う子育て世帯の負担増加をゼロにす

る事が出来た。

12 家畜飼料高騰対策支援事業補助 産業振興課
新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢・円安の影響により、輸入飼料価格が高止
まりしている事に併せ、子牛市場、枝肉市場も低迷を続け、畜産農家の経営努力だけ
では、経営を継続できないことから、畜産農家へ飼料購入費を支援するもの。

R5.12 R6.2 15,999 15,999

【交付・補助事業】

交付金額：15,999,400円

内訳　搾乳・肥育牛1,594頭×5千円＝7,970,000円

　　　繁殖牛824頭×3千円＝2,472,000円

　　　豚1,199頭×3千円＝3,597,000円

　　　鶏19,604羽×100円＝1,960,400円

交付件数：82件

交付先：畜産農家

令和5年度家畜飼料高騰対策支援事業を実施することによ

り、新型コロナウイルス等による物価高騰により、家畜

飼料が高騰し、大きな打撃を受けた畜産農家の経営の安

定が図られた。

令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　実施状況


